
生産者 卸売業者 小売業者 
外  食  店 

消費者 

出 荷 
記 録 

入 荷 
記 録 

入荷 
記録 

出荷 
記録 

トレーサビリティ 

当店は○○産 
の米を使用し 
ています。 

問題が発生した場合の 
流通ルートの速やかな特定と回収 

産地情報の伝達 

・商 品 名：○ ○ ○ ○ 
・入出荷日：○年○月○日 
・取引先名：○○食堂○○店 
・数    量：５㎏×１０袋 等 
・産  地：「国産」 

国産米： 
「国産」 
 
外国産： 
「○○国産」 

米穀等の産地情報を 
一般消費者にまで伝達 

取引記録の虚偽記載等の違反があった場合には、50万円以下の罰金。 

事業者間で、虚偽の産地情報伝達等の違反があった場合には、50万円以下の罰金。 
一般消費者に対し産地情報伝達の違反があった場合には、勧告・命令（当該命令に従わなかった場合には、50万円以下の罰金）。 

産地情報の伝達の施行 
（平成２３年７月１日） 

生産者を含め、対象品目の販売、輸入、
加工、製造又は提供の事業を行う全ての
者。 

・米穀（玄米・精米等） 
・米粉や米こうじ等の中間原材料 
・米飯類 
・もち、だんご、米菓、 
 清酒、単式蒸留しょうちゅう、みりん 
 
 
 

米穀事業者 

※産地情報伝達については、  飼料用・
バイオエタノール用に供される物は除く。 

トレーサビリティの施行 
（平成２２年１０月１日） 

対象品目等 

法律公布（平成２１年４月２４日） 

米 穀 事 業 者 

米穀流通監視官の設置 
（平成２３年９月１日） 

53  米トレーサビリティ法の概要 
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原料玄米 

産地 品種 産年 使用割合 

複数原料米 

国内産                      １０割 

○○県産                                        ８割          
△△県産（産地未検査）             ２割 

改正前の表示例 

○見直しの理由及び内容 
平成23年7月から「米穀等の取引等に係る情報の記録及び産地情報の伝達に関する法律」（以下「米トレーサビリティ法」とい
う。）に基づき、米及び米加工品を対象に消費者への原料米の産地情報の伝達が義務化されました。 
改正前の玄米及び精米品質表示基準では、農産物検査法に定める検査を受けていない玄米を原料とした精米などには、都道府
県名等の産地表示ができませんでしたが、米トレーサビリティ法に基づき都道府県名等の産地情報の伝達が義務化されたこと
に伴い、このような場合でも都道府県名等が表示できるよう改正されました。 
 

原料玄米 

産地 品種 産年 使用割合 

複数原料米 

国内産                    １０割 

○○県産                     ８割   

改正後の表示例 

原料玄米 

産地 品種 産年 使用割合 

未検査米 

国内産                      １０割 

原料玄米 

産地 品種 産年 使用割合 

未検査米 

国内産                      １０割 

△△県産（産地未検査）                １０割  

農産物検査等による産地の証明がされていない米穀について、 
米トレーサビリティ法により伝達された産地情報に基づき、 
産地名に「△△県産（産地未検査）」と記載できるよう改正されました。 

54 玄米及び精米品質表示基準の見直しの理由及び内容 
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【技、農】 

今後の主な取組 

  26年産についても、25年産同様に、作付制限、吸収抑制対策等及び収穫後の検査を組み合わせることにより安全確
保を図る。 

  福島県では26年産についても全袋検査が実施される予定。 

○ 米については、作付制限、吸収抑制対策及び収穫後の検査を組み合わせることにより安全確保を図る。 

○ 農地の反転耕等による除染やカリ施肥等による吸収抑制対策を実施。 

○ 福島県では、24年産米と同様、25年産米でも県全体で全袋検査（26年3月20日時点で約1095 万袋）を実施。このうち基準  

 値超過は28袋のみ。 

カリ施肥 
K 

Cs Cs K 
K 

K K 
K K Cs 

K 

カリ施肥による稲の吸収抑制対策 

土壌中のカリ濃度が 
適正な場合 

放射性セシウムの 
吸収は抑制される 

米の全袋検査 24 産及び25年産の福島県の米の全袋検査結果 

玄米中の放射性セシウム濃度(Bq/kg) 

55  米の放射性物質濃度低減に向けた継続的検査と技術指導 
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56  26年産米の作付等に関する方針 【① 避難指示区域】 
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対象地域 ２６年産の取扱い 

 作付制限 ○ 帰還困難区域 

○ 居住制限区域 

○ 避難指示解除準備
区域 

 作付再開準備 

 管理計画を策定し、作付再開に向けた実証栽培等を実施。   

 立入が制限されており、作付・営農は不可。 

 営農が制限されており、除染後農地の保全管理や市町村の管理
の下で試験栽培を実施。 

※ 役場機能の移転等避難の状況により、きめ細かな管理が困難な市町村では、農地保全・試験栽培
を行うことも可能。 

他方、除染の進捗状況によっては、全量生産出荷管理等を行うことも可能。 

 農地保全・試験栽培 

※ 市町村の管理の下での試験栽培は可能 （収穫物は原則廃棄）。 

※ 地域の状況に応じて、作付再開準備を行うことも可能。 



57 26年産米の作付等に関する方針 【② 避難指示区域以外の地域】 

73 

対象地域 

 農家ごとに、吸収抑制対策を
実施し、検査（全戸検査）した
後に出荷。 

２６年産の取扱い 

 全戸生産出荷管理 

○ ２５年産の作付再開準備の
地域 

○ ２５年産の全量生産出荷
管理の地域 

○ ２５年産で50 Bq/kg超の
あった地域 

○ その他の地域 

 全量生産出荷管理 

 管理計画を策定し、飯米・縁故米を含む全てのほ場で吸収
抑制対策を実施、もれなく検査（全量管理、全袋検査）し、順
次出荷。 

 旧市町村又は市町村ごとに
抽出検査を行った後に出荷。 

 地域単位で抽出検査 

 農家リストを作成し、検
査予定数量等を把握した
上で全袋検査を行うこと
で、順次出荷が可能。 

  全戸生産出荷管理の地域で
は、農家ごとに吸収抑制対策を実
施。 

福島県の場合 

※ 住民帰還の状況や実証栽培の結果に応じて、作付再開準備を行うこと
も可能。 



58 26年産米の作付制限等の対象地域（25年産との比較） 
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作付制限 

福島第一原子力発電所 

 作付・営農は不可。 

作付再開準備 
  管理計画を策定し、作付再開に向けた実証栽培等
を実施。 

全量生産出荷管理 
 管理計画を策定し、全てのほ場で吸収抑制対策を
実施、もれなく検査（全量管理・全袋検査）し、 
順次出荷。 

農地保全・試験栽培 （26年産で新設） 
  除染後農地の保全管理や市町村の管理の下で
試験栽培を実施。 

福島県 

25年産米 26年産米 


